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１．平成 26年３月期の業績（平成 25年３月 21日～平成 26年３月 20日） 
（１）経営成績                                                            （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年 ３月期 6,182 5.5 54 176.4 108 54.0 107 △12.2 
25年 ３月期 5,861 △1.2 19 △48.5 70 △19.0 121 29.2 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 

26年 ３月期 23.11 － 4.1 2.6 0.9 
25年 ３月期 26.31 － 5.0 1.7 0.3 

（参考）持分法投資損益    26年 ３月期  －百万円  25年 ３月期  －百万円 
 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

26年 ３月期 4,313 2,665 61.8 575.20 
25年 ３月期 4,135 2,537 61.4 547.77 

（参考）自己資本       26年 ３月期  2,665百万円  25年 ３月期  2,537百万円 
 
（３）キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

26年 ３月期 265 △223 △44 515 
25年 ３月期 105 △76 △29 518 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

（合計） 
配当性向 

純資産 
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％ 
25年 ３月期 － 0.00 － 7.50 7.50 34 28.5 1.4 
26年 ３月期 － 0.00 － 5.00 5.00 23 21.6 0.9 

27年 ３月期(予想) － 0.00 － 5.00 5.00    34.6  
 
３．平成 27年３月期の業績予想（平成 26年３月 21日～平成 27年３月 20日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

第２四半期(累計) 3,185 5.7 29 52.6 55 14.6 34 0.0 7.34 
通  期 6,350 2.7 55 1.8 108 0.0 67 △37.4 14.46 

 



 

 
４．その他  
（１）重要な会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有・無 
② ①以外の変更 ：有・無 
③ 会計上の見積りの変更 ：有・無 
④ 修正再表示 ：有・無 

 
 

（２）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数(自己株式を含む) 26年３月期 4,680,000株 25年３月期 4,680,000株 

②  期末自己株式数 26年３月期 46,774株 25年３月期 46,774株 

③  期中平均株式数 26年３月期 4,633,226株 25年３月期 4,633,943株 

 

 

 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金
融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります、業績
予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、2 ページ「１.経営成績・財
政状態に関する分析(１)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

 当事業年度におけるわが国経済は、日本銀行による金融緩和施策や成長戦略に基づく経済対策を背景に、円

安・株高が進行し、企業収益や雇用情勢の改善、個人消費の持ち直しの動きなど、景気は緩やかながらも回復基

調で推移しました。

 当機械工具業界におきましては、主要顧客である自動車関連向けが国内販売台数の持ち直しの動きから昨秋以

降堅調なほか、経済対策としての“モノづくり補助施策”等による設備投資の動きも出始めるなど、景気回復の

兆しが窺える状況にあります。

 このような経営環境の中におきまして当社は、「お客様第一」の基本戦略のもと、得意先への地道な取引深耕

に努める一方、顧客ニーズを捉えた提案型の営業を積極的に展開することにより、存在意義と価値のあるモノづ

くりネットワーク商社を目指してまいりました。

 この結果、当事業年度における業績は、工作機械を中心とした受注増加もあり、当期の売上高は6,182百万円

（前年同期比5.5％増）となりました。

 また利益につきましては、引き続き経費コントロールに努めました結果、営業利益が54百万円（前年同期比

176.4％増）、経常利益が108百万円（前年同期比54.0％増）、当期純利益は107百万円（前年同期比12.2％減）と

なり、全項目とも期初開示目標を達成することが出来ました。

 

② 今後の見通し

 今後の見通しにつきましては、雇用環境や企業業績の改善を受けて、基本的には景気の回復基調が続くものと

予測しておりますが、国内においては消費増税に起因する一時的な景気の腰折れリスクや、海外においては欧州

金融不安や新興国の経済成長鈍化など世界経済の下振れリスクも懸念されております。

 そのような情勢のなか、当社といたしましては積極的な営業活動を展開することで受注拡大をはかりながら、

今まで以上に企業価値の一層の向上を目指してまいります。

 これにより、売上高6,350百万円（前年同期比2.7％増）、営業利益55百万円（前年同期比1.8％増）、経常利益

108百万円（前年同期比同）、当期純利益67百万円（前年同期比37.4％減）を見込んでおります。

 

(2）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

 流動資産は、前事業年度末に比べ47百万円増加し、2,878百万円（前年同期比1.7％増）となりました。主なもの

は、償還期限が１年以内となる有価証券が162百万円増加しましたが、一方で、商品81百万円、未収入金が52百万

円それぞれ減少したこと等によるものであります。

 固定資産は、前事業年度末に比べ130百万円増加し、1,434百万円（前年同期比10.0％増）となりました。主なも

のは、投資有価証券で新たな取得や株式市場の上昇により保有有価証券の時価が上昇したこと等により159百万円

の増加となりました。有形固定資産では、被災市街地復興土地区画整理事業による土地の買取りにより18百万円及

び減価償却と合わせ有形固定資産合計で24百万円減少となったものであります。

 この結果、総資産は、前事業年度末に比べ177百万円増加し、4,313百万円（前年同期比4.3％増）となりまし

た。

（負債の部）

 流動負債は、前事業年度末に比べ46百万円増加し、1,507百万円（前年同期比3.2％増）となりました。主なもの

は、未払法人税等26百万円及び未払消費税等10百万円の増加と賞与引当金の増加９百万円等によるものでありま

す。

 固定負債は、前事業年度末に比べ４百万円増加し、141百万円（前年同期比3.5％増）となりました。主なもの

は、繰延税金負債15百万円と役員退職慰労引当金６百万円の増加及び退職給付引当金の減少18百万円等によるもの

であります。

 この結果、負債合計は、前事業年度末に比べ50百万円増加し、1,648百万円（前年同期比3.2％増）となりまし

た。

 （純資産の部）

 純資産合計は、前事業年度末と比べ127百万円増加し、2,665百万円（前年同期比5.0％増）となりました。主な

ものは、当期純利益の計上107百万円により利益剰余金合計が72百万円増加し、その他有価証券評価差額金で54百

万円増加となったものであります。

 この結果、１株当たり純資産額は575円20銭となり、前事業年度末に比べ27円43銭増加いたしました。
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② キャッシュ・フローの状況

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前事業年度末に比べ２百万円

減少の、515百万円（前年同期比0.5％減）となりました。

 当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、265百万円の収入（前年同期比151.1％増）となりました。

主な要因は、税引前当期純利益の計上138百万円と、たな卸資産の減少額81百万円及び補助金の受取額56百万円等

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、223百万円の支出（前年同期比192.7％増）となりました。

主な要因は、投資有価証券の取得による支出413百万円と投資有価証券の売却による収入227百万円等によるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、44百万円の支出（前年同期比51.0％増）となりました。主

な要因は、配当金の支払額34百万円、ファイナンス・リース債務の返済による支出９百万円によるものでありま

す。

 当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

自己資本比率（％） 62.6 61.4 60.0 61.4 61.8

時価ベースの自己資本比率

（％）
20.4 20.5 30.4 30.0 31.2

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％）
－ － 0.1 0.3 0.1

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ － 55.0 46.1 122.2

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産

２．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

３．キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

５．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

６．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

７．平成22年３月期及び平成23年３月期の「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」及び「インタレスト・ガバレ

ッジ・レシオ」は、営業キャッシュ・フローがマイナスとなったため記載しておりません。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、株主への利益還元の維持・向上を念頭に、安定配当に努めることを基本とし、更に長期的な視野に立って

安定的な経営基盤を確保するための内部留保を勘案して方針を決定しております。

 内部留保につきましては、財務体質の強化に努めながら積極的な事業展開と経営環境の急激な変化に備えるととも

に、新たな成長に繋がる投資などにも充当する考えであります。

 なお、当事業年度の期末配当金につきましては、業績及び今後の事業展開を勘案し、１株当たり普通配当５円を予

定しております。

 また、次期の１株当たり配当金は、期末配当金５円を予定しております。
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(4）事業等のリスク

 当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性があると考えられる事項には、以下のようなものがあ

ります。

① 景気変動リスク

 当社は、機械・工具類の専門商社を追及しておりますが、一般的に景況の先行指数とされる設備投資動向と密

接な関係があります。

 従いまして、設備関連需要の下降局面では、当社の業績に影響を与える可能性があります。

② 債権管理リスク

 東北４県、関東１都２県に跨る取引先構成はリスク分散になっておりますが、設備投資に関連する分野での景

気の影響を受けやすく、潜在的に与信リスクの可能性を有しております。

 従いまして、国内景気の動向によっては、貸倒引当金積み増しの事態が生じる可能性があります。

 なお、債権管理においては、より一層信用状態を継続的に把握するなど不良債権の発生防止には万全を期して

おります。

③ 在庫品リスク

 需要の厳しい変化に伴い、商品の短命化、コスト削減に伴う設計変更、リードタイムの短縮、購買方針の変更

等により、当社の在庫商品の動きが緩慢になり滞留化することが考えられます。このことは、在庫処分の処置を

講ずることとなり収益性に影響を与える可能性がありますので、当社の在庫管理規程を遵守し滞留在庫の発生防

止に努めてまいります。
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２．企業集団の状況

 当社は、機械工具類の販売を営む専門商社でありますが、事業上で企業集団を構成する関係会社がないため、連結財

務諸表を作成しておりませんので、企業集団の状況の記載は該当ありません。

 

３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社は、「企業の永続繁栄」「企業の存在価値」「企業の環境責任」を経営上の基本方針として捉え、業界地位の

向上に取組んでおります。「お客様第一」の基本姿勢のもと、多様化するユーザーニーズに合ったサービスの提供を

モットーとして、お客様に信頼される機械工具専門商社を目指すべく、「商品力」「価格力」「営業力」「財務力」

の体質強化をキーワードに、企業体質の改善・収益基盤の拡大に努めてまいります。

(2）目標とする経営指標

 当社は、収益性の高い経営基盤の確立を目指しており、特に、売上総利益率の改善、仕入改革・経費の節減などに

よる営業利益の創造、或いは経常利益の向上など、損益分岐点重視の経営を主眼に、財務体質の強化を図りバランス

の取れた企業への成長を目指しております。

(3）中長期的な会社の経営戦略

 経営環境は、企業間競争が激化し、今後とも極めて厳しい状況が続くものと思われますが、危機管理体制強化の観

点から先行管理に徹し、発生する諸々の経営課題に積極的に取組み信頼される企業として、更なる発展に努め一層高

い経営基盤の確立を目指してまいります。

 具体的には、収益重視型経営の実現に向けての営業基盤・財務基盤の確立と将来を展望しての人材育成の強化を施

策の重点テーマとして、企業の永久発展の礎を創ってまいりたいと考えます。

(4）会社の対処すべき課題

 東日本大震災から３年が経過する中にあり、東北における生産財の供給商社として、地域の復興に向けた産業開発

と生活文化の向上のため、モノづくりを支える努力と挑戦を続けてまいりました。

 当社といたしましては、こうした基本姿勢を今後も堅持しながら、いかなる環境変化にも対応出来る筋肉質の企業

体質を目指すべく、以下の対処すべき課題に取組んでまいります。

 ① 企業価値の向上

 ② 利益重視の体質変換

 ③ 差別化戦略の推進

 ④ 商品戦略の推進

 ⑤ 人材の育成

(5）その他、会社の経営上重要な事項

 該当事項はありません。
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月20日) 
当事業年度 

(平成26年３月20日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 518,828 516,367 

受取手形 ※４ 469,769 303,967 

電子記録債権 － 212,120 

売掛金 1,527,235 1,497,263 

有価証券 － 162,184 

商品 231,628 150,253 

前渡金 － 4 

前払費用 2,450 4,734 

繰延税金資産 16,913 18,129 

未収収益 2,038 494 

従業員に対する短期貸付金 7,694 6,762 

未収入金 58,953 6,411 

その他 922 865 

貸倒引当金 △5,428 △830 

流動資産合計 2,831,007 2,878,728 

固定資産    

有形固定資産    

建物 352,402 332,262 

減価償却累計額 △217,278 △204,413 

建物（純額） 135,123 127,848 

構築物 5,293 6,523 

減価償却累計額 △4,109 △3,892 

構築物（純額） 1,183 2,630 

工具、器具及び備品 26,011 25,637 

減価償却累計額 △20,296 △21,711 

工具、器具及び備品（純額） 5,714 3,926 

土地 189,441 170,644 

リース資産 32,870 41,431 

減価償却累計額 △13,685 △20,528 

リース資産（純額） 19,185 20,902 

有形固定資産合計 350,649 325,951 

無形固定資産    

電話加入権 4,323 4,323 

施設利用権 76 65 

ソフトウエア 6,571 7,875 

無形固定資産合計 10,971 12,264 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月20日) 
当事業年度 

(平成26年３月20日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 813,448 973,435 

出資金 18,828 18,828 

従業員に対する長期貸付金 17,131 11,972 

破産更生債権等 9,538 8,921 

敷金及び保証金 37,660 37,895 

投資不動産 81,144 81,144 

減価償却累計額 △51,978 △52,331 

投資不動産（純額） 29,165 28,812 

保険積立金 4,021 4,021 

長期前払費用 703 107 

その他 ※１ 21,950 ※１ 21,950 

貸倒引当金 △9,408 △9,274 

投資その他の資産合計 943,039 1,096,668 

固定資産合計 1,304,659 1,434,884 

資産合計 4,135,666 4,313,613 

負債の部    

流動負債    

支払手形 568,953 646,543 

買掛金 753,408 686,211 

リース債務 9,243 10,688 

未払金 67,235 51,194 

未払費用 8,332 9,451 

未払法人税等 13,982 40,236 

未払消費税等 4,828 15,091 

預り金 5 1 

仮受金 － 4,918 

前受収益 2,440 1,129 

賞与引当金 18,600 27,700 

役員賞与引当金 14,000 14,000 

流動負債合計 1,461,029 1,507,166 

固定負債    

退職給付引当金 32,031 13,756 

役員退職慰労引当金 55,600 61,800 

リース債務 18,500 20,327 

繰延税金負債 28,532 44,369 

長期前受収益 1,163 305 

長期預り保証金 864 864 

固定負債合計 136,692 141,423 

負債合計 1,597,722 1,648,589 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月20日) 
当事業年度 

(平成26年３月20日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,017,550 1,017,550 

資本剰余金    

資本準備金 587,550 587,550 

その他資本剰余金 587,111 587,111 

資本剰余金合計 1,174,661 1,174,661 

利益剰余金    

利益準備金 42,664 42,664 

その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金 28,627 26,210 

別途積立金 52,000 152,000 

繰越利益剰余金 181,564 156,318 

利益剰余金合計 304,856 377,193 

自己株式 △7,356 △7,356 

株主資本合計 2,489,711 2,562,049 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 48,233 102,974 

評価・換算差額等合計 48,233 102,974 

純資産合計 2,537,944 2,665,023 

負債純資産合計 4,135,666 4,313,613 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年３月21日 
 至 平成25年３月20日) 

当事業年度 
(自 平成25年３月21日 
 至 平成26年３月20日) 

売上高 5,861,279 6,182,438 

売上原価    

商品期首たな卸高 197,396 231,628 

当期商品仕入高 5,114,189 5,280,296 

合計 5,311,586 5,511,924 

他勘定振替高 ※１ 960 ※１ 175 

商品期末たな卸高 231,628 150,253 

商品売上原価 5,078,997 5,361,495 

売上総利益 782,282 820,943 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 762,721 ※１,※２ 766,875 

営業利益 19,560 54,067 

営業外収益    

受取利息 4,130 2,792 

有価証券利息 3,314 3,370 

受取配当金 4,720 7,309 

仕入割引 38,403 42,018 

不動産賃貸収入 3,624 3,849 

雑収入 2,929 729 

営業外収益合計 57,123 60,069 

営業外費用    

支払利息 2,291 2,171 

売上割引 286 121 

不動産賃貸費用 654 1,453 

為替差損 3,160 1,179 

雑損失 － 1,000 

営業外費用合計 6,394 5,925 

経常利益 70,289 108,211 

特別利益    

固定資産売却益 － ※３ 4,218 

投資有価証券売却益 － 6,380 

受取損害賠償金 22,964 19,678 

補助金収入 63,116 2,334 

特別利益合計 86,080 32,612 

特別損失    

固定資産除却損 ※４ 12,170 ※４ 15 

投資有価証券売却損 － 2,709 

減損損失 ※５ 10,107 － 

特別損失合計 22,277 2,724 

税引前当期純利益 134,093 138,099 

法人税、住民税及び事業税 13,009 44,715 

法人税等調整額 △814 △13,703 

法人税等合計 12,195 31,012 

当期純利益 121,897 107,086 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自平成24年３月21日 至平成25年３月20日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  

資本準備金 
その他資
本剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
固定資産
圧縮積立
金 

別途積立金 
繰越利益
剰余金 

当期首残高 1,017,550 587,550 587,111 42,664 － 52,000 111,466 △7,040 2,391,301 

当期変動額                   

固定資産圧縮積立金の積立         28,627   △28,627   － 

固定資産圧縮積立金の取崩                   

別途積立金の積立                   

剰余金の配当             △23,172   △23,172 

当期純利益             121,897   121,897 

自己株式の取得               △315 △315 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）                   

当期変動額合計 － － － － 28,627 － 70,098 △315 98,410 

当期末残高 1,017,550 587,550 587,111 42,664 28,627 52,000 181,564 △7,356 2,489,711 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合
計 

当期首残高 △686 △686 2,390,614 

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の積立     － 

固定資産圧縮積立金の取崩       

別途積立金の積立       

剰余金の配当     △23,172 

当期純利益     121,897 

自己株式の取得     △315 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 48,919 48,919 48,919 

当期変動額合計 48,919 48,919 147,330 

当期末残高 48,233 48,233 2,537,944 
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当事業年度（自平成25年３月21日 至平成26年３月20日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  

資本準備金 その他資
本剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

  
固定資産
圧縮積立
金 

別途積立金 繰越利益
剰余金 

当期首残高 1,017,550 587,550 587,111 42,664 28,627 52,000 181,564 △7,356 2,489,711 

当期変動額                   

固定資産圧縮積立金の積立                   

固定資産圧縮積立金の取崩         △2,416   2,416   － 

別途積立金の積立           100,000 △100,000   － 

剰余金の配当             △34,749   △34,749 

当期純利益             107,086   107,086 

自己株式の取得                   

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）                   

当期変動額合計 － － － － △2,416 100,000 △25,245 － 72,337 

当期末残高 1,017,550 587,550 587,111 42,664 26,210 152,000 156,318 △7,356 2,562,049 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合
計 

当期首残高 48,233 48,233 2,537,944 

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の積立       

固定資産圧縮積立金の取崩     － 

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当     △34,749 

当期純利益     107,086 

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

54,741 54,741 54,741 

当期変動額合計 54,741 54,741 127,078 

当期末残高 102,974 102,974 2,665,023 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年３月21日 
 至 平成25年３月20日) 

当事業年度 
(自 平成25年３月21日 
 至 平成26年３月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 134,093 138,099 

減価償却費 19,686 22,770 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,116 △4,732 

賞与引当金の増減額（△は減少） 600 9,100 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 4,500 － 

災害損失引当金の増減額（△は減少） △6,733 － 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,133 △18,275 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,200 6,200 

受取利息及び受取配当金 △12,165 △13,471 

支払利息 2,291 2,171 

投資有価証券売却損益（△は益） － △3,671 

固定資産売却損益（△は益） － △4,218 

受取損害賠償金 △22,964 △19,678 

補助金収入 △63,116 △2,334 

有形固定資産除却損 12,170 15 

減損損失 10,107 － 

売上債権の増減額（△は増加） 57,073 △16,345 

たな卸資産の増減額（△は増加） △34,231 81,375 

仕入債務の増減額（△は減少） 2,328 10,393 

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,762 10,262 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,160 △5,000 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △13,271 4,582 

小計 72,714 197,241 

利息及び配当金の受取額 12,382 12,876 

利息の支払額 △2,291 △976 

損害賠償金の受取額 22,964 19,678 

補助金の受取額 9,000 56,450 

法人税等の支払額 △9,080 △19,899 

営業活動によるキャッシュ・フロー 105,689 265,371 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 △100,383 △50,000 

有価証券の償還による収入 200,383 － 

有形固定資産の取得による支出 △40,418 △14,432 

有形固定資産の売却による収入 － 23,016 

無形固定資産の取得による支出 △3,300 △3,740 

投資有価証券の取得による支出 △143,948 △413,709 

投資有価証券の売却による収入 － 227,558 

貸付けによる支出 △2,953 △750 

貸付金の回収による収入 5,464 6,841 

その他 8,904 2,011 

投資活動によるキャッシュ・フロー △76,251 △223,204 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △6,073 △9,879 

自己株式の取得による支出 △315 － 

配当金の支払額 △23,172 △34,749 

財務活動によるキャッシュ・フロー △29,561 △44,628 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △123 △2,461 

現金及び現金同等物の期首残高 518,370 518,247 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 518,247 ※１ 515,785 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）を採用しております。

（2）その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっております。

時価のないもの

 移動平均法による原価法によっております。

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しておりま

す。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建    物     10年～50年

工具、器具及び備品  ５年～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4）投資不動産

定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建    物      14年
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４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

 役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

(5）役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

６．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1）消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成25年３月21日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

 これによる、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

※１．差入保証金の代用として供している定期預金

 
 

前事業年度
（平成25年３月20日）

当事業年度
（平成26年３月20日）

  16,000千円 16,000千円

 

 ２．債務保証

 従業員の銀行借入金に対して保証を行っております。

 
 

前事業年度
（平成25年３月20日）

当事業年度
（平成26年３月20日）

従業員  １名   616千円   126千円

 

 ３．受取手形裏書譲渡高

 
前事業年度 

（平成25年３月20日） 
当事業年度 

（平成26年３月20日） 

受取手形裏書譲渡高 232,474千円 219,639千円 

 

※４．期末日満期手形

 期末日満期手形の会計処理については、前期の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。期末日満期手形の金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月20日）
当事業年度

（平成26年３月20日）

受取手形 47,939千円 －千円

 

- 15 -

㈱植松商会（9914）平成26年3月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）



（損益計算書関係）

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
 

前事業年度
（自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
至 平成26年３月20日）

工具器具備品   －千円   163千円

販売費及び一般管理費   960   12

計   960   175

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度68％、当事業年度66％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度32％、当事業年度34％であります。

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前事業年度 

（自 平成24年３月21日 
  至 平成25年３月20日） 

 当事業年度 
（自 平成25年３月21日 

  至 平成26年３月20日） 

役員報酬 53,363千円 56,605千円 

給料手当・賞与 349,748 339,902 

法定福利費 59,422 61,667 

賞与引当金繰入額 18,600 27,700 

役員賞与引当金繰入額 14,000 14,000 

退職給付費用 5,883 2,627 

役員退職慰労引当金繰入額 6,300 6,200 

減価償却費 19,686 22,770 

貸倒引当金繰入額 1,217 △3,456 

支払リース料 45,777 39,007 

 

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
 

前事業年度
（自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
至 平成26年３月20日）

土地   －千円   4,218千円

 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
 

前事業年度
（自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
至 平成26年３月20日）

建物（解体費用含む）   12,170千円   －千円

工具、器具及び備品   －   15

計   12,170   15
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※５．減損損失

前事業年度（自 平成24年３月21日 至 平成25年３月20日）

場所 用途 種類 減損損失

岩手県北上市 営業所 土地及び建物 10,107千円

 当社は、管理会計上の区分（主として営業所）を基準に資産のグルーピングを行っております。ただ

し、将来の使用が見込まれていない遊休資産については当該資産単独でグルーピングしており、また、

本社等の土地、建物、営業所との関係が明確でない資産については全体の共用資産としております。

 その結果、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなる営業所の資産について減損損失を認識

し、資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額10,107千円を減損損失として特別損失に計

上しました。

 なお、資産グループの回収可能価額は使用価値または正味売却額により測定しております。使用価値

は将来キャッシュ・フローを4.57％で割り引いて算定しております。

 

当事業年度（自 平成25年３月21日 至 平成26年３月20日）

 該当事項はありません。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成24年３月21日 至平成25年３月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式        

普通株式 4,680,000 － － 4,680,000

合計 4,680,000 － － 4,680,000

自己株式        

普通株式 （注） 45,528 1,246 － 46,774

合計 45,528 1,246 － 46,774

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,246株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月19日 

定時株主総会
普通株式 23,172 5.0 平成24年３月20日 平成24年６月20日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月19日 

定時株主総会
普通株式 34,749 利益剰余金 7.5 平成25年３月20日 平成25年６月20日
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当事業年度（自平成25年３月21日 至平成26年３月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式        

普通株式 4,680,000 － － 4,680,000

合計 4,680,000 － － 4,680,000

自己株式        

普通株式 （注） 46,774 － － 46,774

合計 46,774 － － 46,774

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月19日 

定時株主総会
普通株式 34,749 7.5 平成25年３月20日 平成25年６月20日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月19日 

定時株主総会
普通株式 23,166 利益剰余金 5.0 平成26年３月20日 平成26年６月20日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
至 平成26年３月20日）

現金及び預金 518,828千円 516,367千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △581 △581

現金及び現金同等物 518,247 515,785
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

無形固定資産

 ソフトウエアであります。

② リース資産の減価償却の方法

 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

 パソコン、プリンター、複合機、電話設備であります。

② リース資産の減価償却の方法

 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 なお、リース取引開始日が平成21年３月20日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

て、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）
 

 
前事業年度（平成25年３月20日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

ソフトウエア 6,000 6,000 －

合計 6,000 6,000 －

 

（単位：千円）
 

 
当事業年度（平成26年３月20日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

ソフトウエア － － －

合計 － － －

 

(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成25年３月20日）
当事業年度

（平成26年３月20日）

未経過リース料期末残高相当額    

１年内 － －

１年超 － －

合計 － －
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(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
至 平成26年３月20日）

支払リース料 3,515 －

減価償却費相当額 3,257 －

支払利息相当額 46 －

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(5)利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成25年３月20日）
当事業年度

（平成26年３月20日）

１年内 24,925 24,618

１年超 46,290 44,812

合計 71,215 69,430

 

- 20 -

㈱植松商会（9914）平成26年3月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）



（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 当社は、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産で運用し、運転資金は全て自己資

金により充当しており、必要な資金がある場合は設備投資計画に照らして自己資金で賄っております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証

券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価

額の変動リスクが存在しております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社は、「売掛金管理規程」「販売管理規程」「与信限度管理規程」に従い、債権管理において

は、各営業部門が得意先の信用状況を継続的に把握するなど不良債権の発生防止には万全を期してお

ります。

 満期保有目的の債券は、「有価証券運用規則」に従い、格付けの高い債券を対象とし、毎月時価の

把握を行いリスクの低減に努めております。

 

② 市場リスク（為替等の変動リスク）の管理

 当社における商品の輸入取引について、外貨建取引が行われておりますが、現在の取引量から見て

重要性はないと判断しております。

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状

況を継続的に見直しております。

 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

 当社は、管理部経理課が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ

り流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれておりません。

 

前事業年度（平成25年３月20日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 518,828 518,828 －

(2）受取手形 469,769 469,095 △674

(3）売掛金 1,527,235 1,527,235 －

(4）投資有価証券      

満期保有目的の債券 110,042 110,080 37

その他有価証券 689,752 689,752 －

資産計 3,315,629 3,314,992 △636

(1）支払手形 (568,953) (568,953) －

(2）買掛金 (753,408) (753,408) －

負債計 (1,322,361) (1,322,361) －

デリバティブ取引 － － －

※負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

 

当事業年度（平成26年３月20日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 516,367 516,367 －

(2）受取手形 303,967 303,967 －

(3）電子記録債権 212,120 212,120 －

(4）売掛金 1,497,263 1,497,263 －

(5）有価証券及び投資有価証券      

満期保有目的の債券 110,012 110,020 7

その他有価証券 1,011,953 1,011,953 －

資産計 3,651,685 3,651,692 7

(1）支払手形 (646,543) (646,543) －

(2）買掛金 (686,211) (686,211) －

負債計 (1,332,755) (1,332,755) －

デリバティブ取引 － － －

※負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産 

(1）現金及び預金、(2)受取手形、(3)電子記録債権、(4)売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(5）有価証券及び投資有価証券

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照ください。

負 債 

(1）支払手形、(2）買掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

デリバティブ取引 

 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成25年３月20日）
当事業年度

（平成26年３月20日）

非上場株式 13,653 13,653

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「(5)有価

証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成25年３月20日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 518,828 － － －

受取手形 462,131 7,638 － －

売掛金 1,527,235 － － －

投資有価証券        

満期保有目的の債券        

(1）国債・地方債等 － 100,000 － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － － 10,000 －

その他有価証券のうち満期があるも

の
       

(1)債券（その他） － － － 300,000

(2)その他 － 59,063 － －

合計 2,508,196 166,702 10,000 300,000

 

当事業年度（平成26年３月20日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 516,367 － － －

受取手形 303,967 － － －

電子記録債権 212,120 － － －

売掛金 1,497,263 － － －

有価証券及び投資有価証券        

満期保有目的の債券        

(1）国債・地方債等 100,000 － 10,000 －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － － － －

その他有価証券のうち満期があるも

の
       

(1)債券（その他） － 50,000 － 216,090

(2)その他 60,000 9,985 － －

合計 2,689,718 59,985 10,000 216,090

 

- 24 -

㈱植松商会（9914）平成26年3月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）



（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前事業年度（平成25年３月20日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの

(1）国債・地方債等 100,042 100,080 37

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 100,042 100,080 37

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 10,000 10,000 －

小計 10,000 10,000 －

合計 110,042 110,080 37

 

当事業年度（平成26年３月20日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの

(1）国債・地方債等 100,012 100,020 7

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 100,012 100,020 7

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 10,000 10,000 －

小計 10,000 10,000 －

合計 110,012 110,020 7
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２．その他有価証券

前事業年度（平成25年３月20日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 220,945 156,788 64,156

(2）債券      

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 131,390 115,440 15,950

(3）その他 25,572 19,651 5,921

小計 377,907 291,879 86,027

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 9,730 11,648 △1,918

(2）債券      

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 140,845 150,000 △9,155

(3）その他 161,270 175,557 △14,287

小計 311,845 337,206 △25,360

合計 689,752 629,085 60,667

 

当事業年度（平成26年３月20日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 303,950 175,014 128,936

(2）債券      

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 89,080 66,090 22,990

(3）その他 72,525 69,985 2,540

小計 465,556 311,089 154,466

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 7,142 7,724 △581

(2）債券      

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 190,577 200,000 △9,423

(3）その他 348,677 349,406 △729

小計 546,397 557,131 △10,733

合計 1,011,953 868,220 143,732
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３．売却したその他有価証券

前事業年度（自 平成24年３月21日 至 平成25年３月20日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成25年３月21日 至 平成26年３月20日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

(1）株式 0 0 －

(2）債券      

①国債・地方債等 － － －

②社債 50,000 650 －

③その他 － － －

(3）その他 177,557 5,730 2,709

合計 227,558 6,380 2,709

 

４．減損処理を行った有価証券

 前事業年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

 当事業年度において、減損処理を行った有価証券はありません。

 なお、減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、過去１年間の平均時価が同程度の場合のみ、当該金額の重要

性、回復可能性を考慮し必要と認められた金額について減損処理を行うこととしております。

 

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、退職一時金制度と確定給付企業年金制度を採用しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度

（平成25年３月20日）
当事業年度

（平成26年３月20日）

（1） 退職給付債務（千円） △120,875   △126,250  

（2） 年金資産残高（千円） 88,843   112,493  

（3） 退職給付引当金（千円） △32,031   △13,756  

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（平成25年３月20日）
当事業年度

（平成26年３月20日）

（1） 勤務費用（千円） 5,883   2,627  

（2） 退職給付費用（千円） 5,883   2,627  

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

簡便法を採用しておりますので、基礎率等については該当ありません。

 

５．退職給付債務及び退職給付費用の算定方法として簡便法を採用しております。
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月20日）
 

当事業年度
（平成26年３月20日）

繰延税金資産     

賞与引当金 7,068千円  10,526千円

未払社会保険料 1,638   2,091

未払事業税 995   3,549

退職給付引当金 11,339   4,869

役員退職慰労引当金 19,682   21,877

投資有価証券評価損 17,602   15,498

減損損失 22,914   13,905

貸倒引当金 9,916   713

その他 11,595   6,364

繰延税金資産小計 102,752   79,395

評価性引当額 △85,839   △50,363

繰延税金資産合計 16,913   29,031

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △12,433   △40,758

固定資産圧縮積立金 △16,098   △14,513

繰延税金負債合計 △28,532   △55,272

繰延税金資産（負債）の純額 △11,619   △26,240

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月20日）
 

当事業年度
（平成26年３月20日）

法定実効税率 40.6％   38.0％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.5   5.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7   △1.0

住民税均等割 6.4   6.2

評価性引当額の減少 △44.3   △25.6

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.9   －

その他 0.7   △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 9.1   22.5

 

３．決算日後の法人税等の税率の変更

 平成26年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」(平成26年法律第10号）が公布され、復興特別法

人税の課税期間が１年間前倒しで廃止されることとなりました。

 これに伴い、平成27年３月21日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰

延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は38.0％から35.6％に変動いたします。

 この法定実効税率の変動による当事業年度末の一時差異等を基礎として繰延税金資産及び繰延税金負債を再

計算した場合の差額並びに法人税等調整額に対応する影響は軽微であります。
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（持分法損益等）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社は、機械、工具及び産業機械・器具等の販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

【関連情報】

前事業年度（自平成24年３月21日 至平成25年３月20日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

区分 機械 工具 産機 伝導機器 その他 合計

外部顧客への売上高 540,987 1,425,243 2,631,975 666,703 596,371 5,861,279

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 

当事業年度（自平成25年３月21日 至平成26年３月20日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

区分 機械 工具 産機 伝導機器 その他 合計

外部顧客への売上高 781,771 1,426,578 2,823,228 624,882 525,979 6,182,438

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自平成24年３月21日 至平成25年３月20日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成25年３月21日 至平成26年３月20日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自平成24年３月21日 至平成25年３月20日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成25年３月21日 至平成26年３月20日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自平成24年３月21日 至平成25年３月20日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成25年３月21日 至平成26年３月20日）

 該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
至 平成26年３月20日）

 
１株当たり純資産額 547円77銭

１株当たり当期純利益金額 26円31銭
 

 
１株当たり純資産額 575円20銭

１株当たり当期純利益金額 23円11銭
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  前事業年度
（自 平成24年３月21日
 至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
 至 平成26年３月20日）

当期純利益（千円） 121,897 107,086

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 121,897 107,086

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,633 4,633

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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５．販売及び仕入の実績

(1）販売実績

区分

前事業年度
（自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
至 平成26年３月20日）

対前期増減

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 増減額（千円） 増減率（％）

 機械 540,987 9.2 781,771 12.6 240,784 44.5

 工具 1,425,243 24.3 1,426,578 23.1 1,335 0.1

 産機 2,631,975 44.9 2,823,228 45.7 191,253 7.3

 伝導機器 666,703 11.4 624,882 10.1 △41,821 △6.3

 その他 596,371 10.2 525,979 8.5 △70,392 △11.8

 合計 5,861,279 100.0 6,182,438 100.0 321,159 5.5

（注）１．商品区分の内訳は、つぎのとおりであります。

区分 主要商品

機械 金属工作機械、鍛圧機械、自動プログラミング、製缶・鉄骨機械関連

工具
切削工具、作業工具、測定工具・機器、ツーリング工作用機器、伝動工具、空気工具、

その他

産機
原動機、油・空圧機器、コンプレッサー、省力化・合理化機器、荷役・搬送機器、溶接

機、管工機材、保管機器、環境改善機器、ＭＥ機器、化学製品、建機、その他

伝導機器 軸受、伝導機、伝導用品、変・減速機、その他

その他 鋼材、ＯＡ機器、食品関連機器、家電品、季節商品、その他

２．販売数量については、品種が多岐にわたり数量表示が困難なため、記載を省略しております。

３．記載金額には、消費税等は含んでおりません。

(2）仕入実績

区分

前事業年度
（自 平成24年３月21日
至 平成25年３月20日）

当事業年度
（自 平成25年３月21日
至 平成26年３月20日）

対前期増減

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 増減額（千円） 増減率（％）

 機械 484,297 9.5 690,199 13.1 205,901 42.5

 工具 1,234,531 24.1 1,253,291 23.7 18,760 1.5

 産機 2,297,882 44.9 2,369,479 44.9 71,596 3.1

 伝導機器 581,884 11.4 514,177 9.7 △67,706 △11.6

 その他 515,593 10.1 453,148 8.6 △62,445 △12.1

 合計 5,114,189 100.0 5,280,296 100.0 166,106 3.2

（注）１．商品区分の内訳は、販売実績に記載の通りであります。

２．仕入数量については、品種が多岐にわたり数量表示が困難なため、記載を省略しております。

３．記載金額には、消費税等は含んでおりません。
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６．その他

(1）役員の異動

 ①代表取締役の異動

該当事項はありません。

 

 ②その他の役員の異動

・新任取締役候補

取締役 管理部長   阿部 智 （現 管理部副部長兼経理課長）

・退任予定取締役

取締役 管理本部長  神 郁夫 （常勤監査役就任予定）

・新任監査役候補

常勤監査役      神 郁夫 （現 取締役管理本部長）

非常勤監査役     尾町 雅文（現 補欠監査役）

（注）尾町 雅文氏は、社外監査役の候補者であります。

・退任予定監査役

常勤監査役      齋藤 仁

非常勤監査役     勅使河原 安夫

 

 ③就任予定日

平成26年６月19日

 

- 32 -

㈱植松商会（9914）平成26年3月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）


